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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
建造物内に配置された機器間において無線周波信号をワイヤレスで送受する信号送受方法
であって、
第１の機器は、無線周波信号を生成し、生成した該無線周波信号で前記建造物を構成する
複数の導体を励振することにより該無線周波信号を送り、
第２の機器は、励振された前記導体それぞれの近傍に生じた準静的非伝搬性の電磁界を受
信することにより前記無線周波信号を受けることを特徴とする信号送受方法。
【請求項２】
前記無線周波信号は、前記導体で囲われた空間の寸法よりも大きい波長を有することを特
徴とする請求項１記載の信号送受方法。
【請求項３】
前記建造物は、壁面内部に、金属の格子状の骨格を有し、前記無線周波信号は、該骨格寸
法の少なくとも２倍の大きさの波長を有することを特徴とする請求項１又は２記載の信号
送受方法。
【請求項４】
前記無線周波信号は、短波帯域、超短波帯域及び極超短波帯域の何れかの帯域、又はそれ
らを組み合わせた帯域を有するものであることを特徴とする請求項１から３のうちの何れ
か１項記載の信号送受方法。
【請求項５】
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前記第１の機器は、前記導体のうちの何れかの導体に同軸ケーブルにより前記無線周波信
号を給電し、該導体を励振することを特徴とする請求項１から４のうちの何れか１項記載
の信号送受方法。
【請求項６】
前記第1の機器は、電磁エネルギーを出力する励振器に前記無線周波信号を給電し、該励
振器を介して前記導体を励振することを特徴とする請求項１から４のうちの何れか１項記
載の信号送受方法。
【請求項７】
前記何れかの導体は、商用電源における接地された電気配線であることを特徴とする請求
項５記載の信号送受方法。
【請求項８】
前記何れかの導体は、水道管その他の金属配管であることを特徴とする請求項５記載の信
号送受方法。
【請求項９】
前記何れかの導体は、前記骨格を構成する金属導体であることを特徴とする請求項５又は
６記載の信号送受方法。
【請求項１０】
建造物を構成する複数の導体を所定の無線周波信号で励振したとき、該導体それぞれの近
傍に生じる準静的非伝搬性の電磁界を媒介として該建造物内に配置された機器相互をワイ
ヤレスで接続しネットワークを形成する電磁界通信システムであって、
前記機器は、前記導体で囲われた空間の寸法よりも大きい波長を有する無線周波信号を生
成し、生成した該無線周波信号で前記建造物を構成する複数の導体を励振することにより
該無線周波信号を送る送信手段、及び励振された前記導体それぞれの近傍に生じる準静的
非伝搬性の電磁界を受信することにより前記無線周波信号を受ける受信手段のうちの何れ
か一方又は双方を備えたことを特徴とする電磁界通信システム。
【請求項１１】
前記無線周波信号は、短波帯域、超短波帯域及び極超短波帯域の何れかの帯域、又はそれ
らを組み合わせた帯域を有するものであって、
前記機器は、信号を多重化する多重化手段と、多重化された信号を変復調する変復調手段
と、を備えたことを特徴とする請求項１０記載の電磁界通信システム。
【請求項１２】
前記機器は、ローカルエリアネットワーク及び外部ネットワークの何れか一方又は双方と
信号を送受するインタフェースを備えたことを特徴とする請求項１０又は１１記載の電磁
界通信システム。
【請求項１３】
前記送信手段は、電磁エネルギーを出力する励振器に前記無線周波信号を給電し、該励振
器を介して前記導体を励振することを特徴とする請求項１０から１２のうちのいずれか１
項記載の電磁界通信システム。
【請求項１４】
前記送信手段は、商用電源における接地用プラグを介して、前記導体のうちの何れかの導
体に前記無線周波信号を給電することにより該導体を励振し、
前記受信手段は、商用電源における配電用プラグを介して、前記導体から該商用電源の電
気配線に誘起された前記準静的非伝搬性の電磁界を受信することを特徴とする請求項１０
から１２のうちのいずれか１項記載の電磁界通信システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【技術分野】
　本発明は無線通信システムを提供する方法および装置を含む。特に、本発明の好ましい
実施形態は高周波、超短波、極超短波の下方（ＨＦ，ＶＨＦ，およびＵＨＦ）帯域を、ビ
ルディングや構造物内に電磁界を発生させるために利用することができる。建造物や構造
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物内の導体を、局所的な準静的電磁界を作り出すための励振器（ｅｘｃｉｔｅｒ）として
用い、その電磁界は、線条なしでしかも外部雑音の不当な干渉に煩わされることなく広範
な種類の機器を接続するために使われる。
【０００２】
【背景技術】
　過去２０年間における、パーソナルコンピュータの隆盛は世界を一変させた。フォーブ
ス誌の最近の記事では、パーソナルコンピュータの販売は１９９８年１年間だけで１億を
超えたと報じられている。ここわずか２、３年の間に、ワールドワイドウェブを介して地
球上に散在するそれら多数のコンピュータすべてを接続する能力は、送られる情報量やオ
ンラインで遂行されるビジネスの数を飛躍的に増大させた。近年テキサス大学によって行
われ、フォーブス誌に掲載された研究によれば、アメリカのインターネット産業は１９９
８年に３０００億ドルの収益を計上したと指摘している。これはアメリカ自動車産業界の
収益に相当する額である。
【０００３】
　電気通信業界の技術者の多くは、このコミュニケーション革命に、新たな、さらに劇的
な局面が展開されようとしていると確信している。さらに多くのパーソナルコンピュータ
がインターネットに加入し続ける一方で、たくさんの新たな電子機器が、まもなくこの拡
大するネットワークに接続されようとしている。１９９８年出版の「Ｎｅｗ　Ｒｕｌｅｓ
　ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ｎｅｗ　Ｅｃｏｎｏｍｙ」という著書の中でケビン・ケリーは、コン
ピュータ以外の機器に内臓され、現在使用されている客体中のチップは世界中に６０億個
存在すると見積もっている。テレビ、家庭用電化製品、照明機器、冷暖房システム、警報
装置、ＯＡ機器類等はすべてネットワーク接続を介して送られる信号によって制御された
り、監視されたりすることが可能である。単純な単一目的に用いるチップを利用した最も
平凡な装置でさえ、ネットワーク信号によって監視・制御し得る。
【０００４】
　従来型のハードウエアを用いて、ネットワーク内にたくさんの装置を接続しようとする
ときの最も深刻な弊害の1つは、ケーブルインターフェイス機器や接続端末の必要性であ
る。内装工事完了後にそれらが取り付けられたために、線条がむき出しになっている居住
空間や作業空間などが、まさにそうした状況を物語っている。机から垂れ下がったり、床
にからまっている線条の氾濫は目障りであり、時に危険な場合もある。
【０００５】
　近年進歩が見られたのは、無線送受信機を含む、限られた数の機器の導入である。複数
のプリンタ、ラップトップコンピュータ、パーソナルデジタル支援装置では、コンピュー
タシステムとのデータのやりとりに赤外線ポートを使用する。そのような赤外線のユニッ
トは範囲が極めて限定されており、一般に目標物までの照準線の確保が必要である。
【０００６】
　新興企業の多くが、無線通信システムの開発を試みている。オープンスカイ（登録商標
）と呼ばれるベンチャーがスリーコム（登録商標）とイーサ　テクノロジー（登録商標）
によって組織されている。ブルートゥース（登録商標）は、２．４５ＧＨｚ帯域での無線
接続規格の構築を目指す数社の電気通信会社の協同によるものである。ホームＲＦ（登録
商標）はマイクロソフト（登録商標）が提唱しているワイヤレスシステムである。ホーム
ワイヤレスネットワークス（登録商標）も、ワイヤレスネットワーク商品の提供を計画中
である。
【０００７】
　アメリカ合衆国において、機器の接続に電波を用いる場合、無線機器の製造業者は、連
邦通信委員会（ＦＣＣ）によって規定された特定の周波数帯域と出力制限内で使用するも
のでなければならない。ＦＣＣはそのスペクトルの多くの異なるユーザー間の混信が最小
限に抑えられるようにするため、無線周波数（ＲＦ）の利用を割り当て、調整している。
ＦＣＣによって割り当てられたいくつかの周波数は免許不要の帯域であって、その帯域は
ＦＣＣの正式な許可や免許がなくても利用できる周波数である。連邦規制法パート１５は
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、出力レベル、アンテナの大きさ、距離やその他の項目が多数のガイドラインに適合して
いれば、免許無しで無線通信を許可する規定を設けている。
【０００８】
　これらの複雑な政府の規定は、様々な形態の新たなワイヤレスネットワークの開発にと
って重大な障害となる。すでに他の利用者に免許が与えられている周波数帯域では、ワイ
ヤレスネットワークが使用できないこともあれば、連邦規制法パート１５の厳しい条件に
適合しなければ免許不要の帯域ではワイヤレスネットワークを使用できないこともある。
【０００９】
　異なる種類のたくさんの機器や装置をリンク接続するための、高速で、拡張が容易で、
融通性のある、ネットワークを提供するという問題は、通信産業に従事する技術者や技能
者にとって、大きな挑戦である。異なるたくさんの機器を簡単に接続でき、比較的低コス
トで、ワイヤを使わず、同じ無線周波帯域の他の利用者との混信を起こさない方法や装置
の開発は、電気通信ビジネスにおける大きな技術的革新を生み出し、エレクトロニクスや
コンピュータ業界における従前からの要求を満たすことになるであろう。
【００１０】
【発明の開示】
　このワイヤレスネットワークのための電磁界通信システムは、準静的電磁界内の無線周
波機器をワイヤレスで接続する方法と装置を提供するものである。その電磁界は構造体内
の導体に無線周波信号を送りこむことにより発生する。典型的な住居や、商業・工業用ビ
ルでは、その導体は、ワイヤ、電力サービスの接地遮蔽、水道管、あるいは構造体の部材
であってもよい。無線周波信号をビルディング内の導体に送信することにより、ビルディ
ング自体がこのシステムの励振器（ｅｘｃｉｔｅｒ）となる。
【００１１】
　短波帯域が、過去においてコミュニケーションネットワークに活用されなかったのは、
１）大気による雑音や人為的雑音の多さと、２）この周波数帯域に要するアンテナの大き
さの問題によるものである。本発明はこれらの問題を解決し、短波帯域をビルディングや
住居内の屋内通信に用いることを可能にする。
【００１２】
　ビルディングや住居は、短波（ＨＦ）から極超短波の下方帯域における波長に比べて大
きいので、電磁界を励振するのに実用的であり、従って通常使用される大アンテナの問題
は解決できる。励振された接地システム（あるいは配管、建造物、スプリンクラー）は、
人為的雑音や、宇宙雑音から遮蔽する囲いを形成する。この構造物はＲＦエネルギーを含
んでいる。励振器によって作り出された電磁界は、通常の意味での伝播波ではない。電磁
界は散乱がなく、一般に非金属の壁や人によって影響されない。ビル全体がアクティブに
なり、そのビル内でワイヤレスに機器を接続するための理想的な媒体としての役割を果た
す。
【００１３】
　通常使用されているＦＣＣのパート１５に規定された２４００～２４８３．５ＭＨｚあ
るいは５７２５～５８５０ＭＨｚの周波数を利用して、多額の費用を投じてビル内や住居
内のインフラストラクチャとなる通信システムが開発されている状況と上述した状況とは
対照的である。対応する波長は、これら周波数の最下方域で、５インチより短い。現在の
ところ構造体が巨大なためエネルギーの伝播は通常の放射方式で行われる。それらの帯域
は散乱と多重路によって特徴づけられるため、不感域がある。さらに、信号は壁を簡単に
は貫通しない上、人の存在によってもかなり影響される。
【００１４】
　こうした問題は通常、建造物内部にめぐらす多数のアンテナによって解決されるもので
ある。その結果生じるＲＦ環境は、大きさのほぼ等しい２本のアンテナが信号不達（ｓｉ
ｇｎａｌ　ｖｏｉｄｓ）もしくは信号空白（ｎｕｌｌｓ）を生ずる干渉ゾーンにより特徴
づけられる。同軸ケーブルも建造物に張りめぐらされなければならない。ここで、「ワイ
ヤレス」という言葉が問題となってくる。なぜなら、最終的な接続はワイヤレスであるた
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め、張りめぐらされたケーブルは「ワイヤレス」ではないからである。上記２４００ＭＨ
ｚの使用の利点は、アンテナが小さくてよいことで、典型的には２インチ未満である。つ
まりこの小さなアンテナの利便性に高額が注ぎ込まれているのである。
【００１５】
　本発明の好ましい実施形態の中で、無線周波数信号は一般的に３～３０ＭＨｚの短波（
ＨＦ）、３０～３００ＭＨｚの超短波（ＶＨＦ）、３００～３０００ＭＨｚの極超短波（
ＵＨＦ）の下方帯域に限定している。これらの帯域を選択することにより、波長は短波（
ＨＦ）帯では１００～１０ｍ、超短波（ＶＨＦ）帯では１０～１ｍとなる。本発明の好ま
しい実施形態では、波長は電磁界が発生するビルディングや住居の大きさと同程度でなけ
ればならない。
【００１６】
　電磁界は、伝播性のない、電磁エネルギーの準静的定義域であって、その領域は一般的
には電磁界が生成される建造物内に限定される。アンテナから放射され、伝播していくエ
ネルギーを発生させる伝播波を用いる従来の無線とは異なり、本発明では、入力される無
線信号の周波数で変化する振幅を持つ電磁界電圧によって特徴づけられた広がりのある領
域ないしはその大きさを創り出す。この電磁界は一般的に構造体外にある無線機器への干
渉を引き起こさない。
【００１７】
　本発明はビルディングや住居内の高速ＬＡＮを構築するために用いられる。コンピュー
タを始め、携帯電話、パーソナルデジタル支援機器、従来型の電話機、テレビ、ラジオ、
保全警報装置、オフィス機器、照明機器、冷暖房システムや、その他の機器を含む広範な
種類の機器は、本発明によってもたらされる電磁界を用いることにより、線条なしで接続
される。情報を創り出す、又は、情報によって制御されるどのような機器も、そのような
情報を処理したり、またはそのような機器を制御するために成長した企業に無線で接続す
ることができる。
【００１８】
　通信産業は、住居内や商業ビル内での接続性がビジネスの将来的発展の鍵であると実感
している。１９９８年初頭以来ますます、大手企業が自社成長の鍵として、この市場を拡
大するために専念している。インテル（登録商標）、シスコシステム（登録商標）、マイ
クロソフト（登録商標）、サンマイクロシステムズ（登録商標）などやその他多くの企業
が、住居・ビル内の屋内通信市場に参入する計画を明らかにしている。本発明がこれらの
目的を達成するための、継ぎ目なしのブロードバンドの方法論を提供する。
【００１９】
　次に続く好ましいいくつかの実施形態の説明およびそれらの図面を参照いただくことで
、本発明のその他の主旨および目的、および本発明についてさらに完全かつ包括的なご理
解が得られるであろう。
【００２０】
【発明を実施するための最良の形態】
１．電磁波
　無線周波エネルギーが空洞に結合されると、空洞内に電磁界が生じる。この空洞は金属
体表面、あるいは線条の格子により形成することができる。カプラまたは励振器（ｅｘｃ
ｉｔｅｒ）は、壁内の電流を形成し、その電流が内部電磁界を形成する。この電磁界分布
はその電磁界の電圧成分の大きさによっては変化せず、励磁周波数のキャリヤレートによ
ってのみ変化する。
【００２１】
　図１は、従来の無線放送局ＲＳを簡略化し模式的に表わした図である。聴取者に放送さ
れる情報を含んだ無線信号は、ケーブルＣＢＬを介して金属製の高い送信塔Ｔに送られる
。その塔は導電性の金属で形成されており、電波Ｗを発生させる。この電波は大気中を遠
方まで伝播あるいは移動して、図１に描かれたような住宅Ｈの内部にある無線受信機Ｒに
到達する。受信機Ｒが信号を検知し、人が聞ける言葉や音楽に変換することで、聴取者は
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それらを楽しむことができる。
【００２２】
　図１で使用されている従来からの電波は、アンテナ塔から遠くまで送り出され、遥か彼
方の無線受信機を操作することが可能なため「遠方界（ｆａｒ－ｆｉｅｌｄ）」と呼ばれ
る界を作り出す。移動する波は、良く知られた電波伝播理論に従って伝わってゆくが、素
人目には石を落とせばかき乱されてしまう静かな池の水面に広がる波紋のように見える。
一般的な無線機器は、遥か彼方の遠方まで移動する電波を使って遠隔地の受信機に電磁的
エネルギーを送信する。
【００２３】
　図２は、まったく異なる電磁界を示すものである。この界は電磁界である。このような
電磁界を発生させるには、図２に示された矩形の金属筐体Ｅに接続された導体を介して信
号Ｓを送信する。筐体の内部には、図１に示す「遠方界」とはまったく異なる界が形成さ
れる。図２の金属筐体内部には伝播、移動する電波は存在しない。筐体に囲われた内部の
あらゆる点がエネルギーレベルあるいは電圧レベルと関連している。それらのポイント毎
の電圧レベルは、筐体にエネルギーを与える入力信号周波数や筐体の大きさに基づいて変
化する。電磁界が「準静的」界と呼ばれるのは、遠方の受信機に届く電波を生み出さない
からである。
【００２４】
　図２に示す筐体内部に置かれた受信機は、信号Ｓを検知するが、従来型の無線とは異な
り、受信機が準静的な非伝播波の「内部に」存在していてもよい。筐体の壁内に、限定さ
れた電磁界を発生させるようにエネルギーを与えられた伝導性の筐体の、より一般的な技
術用語は「空洞共振器」である。
２．本発明の好ましい実施形態
　本発明は、図２に示されるような電磁界現象を、筐体内に領域または「バブル」を発生
させることに利用する。この電磁界はワイヤなしでたくさんの異なる機器を接続するのに
用いられ、さらに重要なのは、その他既存の無線機器に対する干渉なしで使用できること
である。本発明の好ましい実施形態のうちの一つは、３～３０ＭＨｚの周波数範囲の短波
（ＨＦ）帯域で信号を生成し、本発明のその他の実施形態では、３０～３００ＭＨｚの周
波数範囲の超短波（ＶＨＦ）帯域で信号を生成し、また、電磁界は極超短波（ＵＨＦ）の
下方帯域（少なくとも４００ＭＨｚまで）で信号を生成することもできる。
【００２５】
　これら特定の周波数帯を選択することが重要なのは、それらの周波数の波長が、一般的
に、電磁界が生じる建造物のサイズと同程度内の大きさだからである。建造物が大きすぎ
ると遠方界を生成するアンテナとなり、散乱もマルチパスも生ずるため、この関係は重要
なのである。
【００２６】
　短波や、超短波帯は、一般的に従来の無線周波数の他のユーザーが敬遠するので、本発
明を実施するのは特に有用である。それは、それら周波数帯で伝播する信号は、タイプの
異なるさまざまな大気中雑音や人為的雑音に影響されやすいために当然のことである。
【００２７】
　図３は、壁１２を有する構造体またはビルディング１０を表わしたもので、壁の内部に
は、電気の接地遮蔽、線条、スプリンクラー用導管、水道管、その他の構造部材のような
公共の金属導体１４が存在している。それらの導体１４は、線条１８を伴う、少なくとも
１つの導体１４に取りつけられた信号発生器１６からの信号を送ることによって励振され
、通電される。別の実施形態では、信号発生器１６から放出される電磁エネルギーによっ
て導体１４に通電することにより線条１８を省くことができる。
【００２８】
　本発明は、あらゆるビルディングや住宅内の見えない部分にある既存の金属要素１４を
、ビルディングや住宅内に電磁界２０を発生させる空洞アンテナとして用いる。受信機を
含む多種多様な機器２２は、線条なしでＬＡＮに接続することが可能となる。このＬＡＮ
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は、さらに、公共のあるいは私設電話線、衛星送受信器、あるいは外部に対する他のイン
ターフェイスに接続することができる。
【００２９】
　図４は、本発明の一つの実施形態を図解した回路図である。そのシステムはパーソナル
コンピュータ中のカードや独立した基地局などのコントローラを備えている。この端末が
住宅内を励振するための家庭用接地システム（あるいは構造物、配管等）に接続される。
こうして、住宅内の多数の機器に送られ、ネットワークへと接続される。それらの信号は
コントローラによって受信される。本発明の一実施形態の中のルータを含んだコントロー
ラは、異なる帯域幅または／および変調形式の、個々の信号を分離し、それら信号の指定
されたターゲットへと導く。もし機器が監視されている場合やＶＣＲやＴＶからデータを
受信するビデオ受信機のような、遠隔操作の機器であれば、ターゲットはプロセッサ自身
であってもよい。また、ターゲットは設定を変更することができるリモート装置であって
もよい。３００ＭＨｚ未満の周波数では、送信機、受信機、およびその他全てのハードウ
ェアはデジタル方式で操作される。事実、このシステムの大きな利点の一つは、本発明の
周波数用のハードウェアが、２４００ＭＨｚを超える帯域用のものよりかなり安価なこと
である。
【００３０】
　本発明の一つの実施形態では、ビルディングや住居内の導体への接続は、整合部、およ
び同軸ケーブルを介してなされる。同軸ケーブルの出力は、遮蔽を終端させることなくそ
のままにした状態で導体に接続される。ＲＦエネルギーが端末に接続されると、エネルギ
ーの一部は所望の通りに送られるが、一部は反射される。反射が発生するのは、励振器の
インピーダンスが発振器と同等でないためであり、励振器のインピーダンスは周波数によ
って変化するが、発振器のインピーダンスは変化しないためである。反射エネルギーは効
率を悪化させるので最小に抑えるべきである。整合部では、使用帯域における反射を最小
に抑えるように励振器のインピーダンスを変換する。一般に、適正に整合させるには、励
振器は真の一致点より０．１から０．４波長上に接続されるべきである。これは、与えら
れた接続機器の帯域幅を、所期の目的値の４００％までに限定する。
【００３１】
　図５は、典型的な住居の内部の、本発明を利用して無線で接続できる様々な機器の図解
である。
【００３２】
　本発明の第１の形態によって、建造物１０内の導体１４に供給される無線周波信号を発
生させる方法を提供する。準静的非伝播性の電磁界２０が建造物内に作り出され、建造物
１０の内部に設置された受信機２２に無線周波信号を送るために用いられる。多数の異な
る信号を導体に同時に送ることにより、多重信号の伝送を可能とする。本発明の別の実施
形態では、適正な信号の分離を確実にするための適正なろ波が行われる限り、ＨＦ、ＶＨ
Ｆ、およびＵＨＦの下方帯域を同時に用いて信号を伝送することができる。
【００３３】
　本発明の一つの実施形態として、本発明は、通常の３つ口の電気用ソケットに公共の３
つ口の電気用プラグを差し込むことで取り付けることができる。プラグには第１と第２の
電力用プロングがあり、第３のプロングは接地用である。信号は電気用プラグの接地用プ
ロングを経由して建造物の電気システムの接地線に送られる。接地用プロングの使用は、
本発明を実施する特別な方法であるが、他に水道管や鉄筋などビルディング内の導電性構
造部材を使用すれば、それらの部材は一般に電気的ノイズがないため、さらに高い効果が
得られる。状況によっては、導体１４を天井や床下に備えることで、電磁界を活性化して
もよい。
【００３４】
　本発明の別の実施形態では、ビルディング構造物１０内で使用する信号システムを提供
している。この実施形態は無線周波信号発生器１６、２２および、少なくとも１つの無線
周波信号受信機が用いられる。その無線周波信号の受信機は、発生器１６、２２が導体１
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４にその信号を送るように調整され、その導体は無線周波信号に応じて準静的非伝播性の
電磁界２０を建造物内に発生させるように調整されていることを特徴とする。
【００３５】
　本発明の好ましい実施形態では、好ましい信号周波数は実質的には３０ＭＨｚであるが
、３～４００ＭＨｚの範囲、さらに好ましくは５～１００の範囲、最も好ましくは１５～
６０ＭＨｚの範囲であってもよい。
【００３６】
３．干渉のない無線の利用
　ＨＦ，ＶＨＦ，およびＵＨＦの下方帯域を選択することは、本発明を実行するにあたっ
ての２つの大きな利点をもたらす。第1に、他のほとんどの無線サービスが、大気や人為
的雑音のために、これらの周波数帯を避けるので、これらの周波数は一般に、本発明が提
案するような革命的な新規サービスとして有用である。第２に、これらの周波数帯は大き
なアンテナを必要とするためである。３０ＭＨｚにおいて、従来型のアンテナの適切なサ
イズは５０フィートである一方、１０ＭＨｚに好ましい従来型のアンテナのサイズは１５
０フィートである。このような大きさが、この周波数帯にはよく適合する。５０×１００
フィートで高さ２０フィートのビルディングには、そのビルディングは３０ＭＨｚでは０
．２×１．０×０．２波長であり、また、１５ＭＨｚでは０．１×０．５×０．４波長で
ある。
【００３７】
　電磁界システムが利用されると、建造物内の電気導管は短波の波長に比べて小さな１組
のグリッドを形成し、外界からの放射を遮断し、特に、大気や人為的な雑音の影響を少な
くする。グリッドのサイズを０．５波長より下に下げると、このグリッドはエネルギーの
進入を防ぐスクリーンの役割を果たす。グリッドのサイズ（波長内）が小さくなるのに従
って、電気的減衰は急速に増す。側面における２５フィートのグリッドの開きが、３０Ｍ
Ｈｚでは適正より十分小さく、いかなる建造物でも実現しやすい。
【００３８】
　ＶＨＦとＵＨＦ下方帯域では、波長のサイズが小さくなるにつれ、グリッドによる防護
効果はゆるやかに消滅する。しかし、幸い、人為的な雑音および宇宙雑音はより速やかに
減少する。この後者の干渉は、およそ４０ＭＨで受信機雑音より下になる。それより上の
帯域では、雑音遮蔽は優先されず、ビルディングの励振は上述の通り続行される。しかし
、周波数が増加するにつれて、エネルギーが構造物の外部へと拡散し始める。
【００３９】
　実験的作業は、３～３０ＭＨｚ、１４０～１５０ＭＨｚおよび３９０～４００ＭＨｚに
おいて行われた。この実験により上述のことが確証された。実験では商業ビル（１００フ
ィート×２００フィート）と２階建て住居双方でビデオとオーディオデータを送信して行
った。同一の構造体内でＨＦ，ＶＨＦ，ＵＨＦの帯域を並行使用することは、ろ波ができ
れば充分可能である。
【００４０】
　電磁界の独特の性質により、従来型の無線通信における悩みの種であった散乱、不感域
や漏話などの多くの欠点が回避できる。高い周波数のいくつかは、壁を貫通することが不
可能であり、人体の存在によってもかなり影響を受ける。ＨＦとＶＨＦ波はたいへん広い
帯域なので、本発明によって概ね問題は回避できる。
４．用語について
　本明細書と次に続く請求項では、「導体」という用語は電流を伝え、運ぶ能力をもつこ
とを特徴とした類型素材を表現するのに用いられている。しかし、この用語は、金属製の
線条、ケーブル、管などの典型的な導体に限定するものではない。本発明を実施するにあ
たって用いられる導体は、電子やその他の電荷が電流を形成するため自由に移動し、結果
的に界を生成する物体のいずれを含んでもよい。
【００４１】
　同様に、「建造物」という用語は、特定の種類のビルディングを限定するものではない
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。本明細書と次に続く請求項において「建造物」という用語は、完全な、あるいは部分的
な筐体、もしくは空洞共振器を形成する壁、パーティション、床、窓、天井または屋根を
含む建造物の要素を包含している。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本発明の好ましい実施形態は、ビルディングあるいは建造物内に電磁界を発生させる短
波、超短波、極超短波帯域の下方周波数（ＨＦ，ＶＨＦ＆ＵＨＦ）を使用する。ビルディ
ングあるいは構造体内の導体を、局所的な準静的電磁界を発生させる励振器として用い、
その電磁界を用いることで、線条なしで、しかも外部雑音の不当な干渉に煩わされること
なしに、様々な種類の機器を接続することが可能になる。本発明は、地域商業的、住宅内
部のワイヤレスネットワークの構築を含め、広範な用途に適用可能である。
【００４３】
【結論】
　本発明における特に好ましい実施形態を詳細に説明したが、本発明が関係する一般的技
術を有する当業者であれば、以下の請求項の趣旨に従い、様々な改善や向上が可能であろ
う。以上に述べられた方法および装置は、好ましい実施形態を教示したものであり、本発
明または請求の範囲の限定を強要することを意図したものではない。
【図面の簡単な説明】
【００４４】
【図１】　アンテナから伝播し移動してゆく電波となる従来の放射界を表わす模式図であ
る。
【図２】　空洞内の電磁界を表わす模式図である。
【図３】　壁内導体のある典型的な住宅の断面を描いたものである。無線周波信号発生器
は壁内導体に接続され、住居内電磁界が形成されている。
【図４】　本発明の一つの実施形態を図解した回路図である。
【図５】　本発明を用いて、無線で接続できる、典型的な住居内の各機器を図解したもの
である。
【符号の説明】
【００４５】
　ＣＢＬ　　ケーブル
　Ｈ　　住宅
　Ｒ　　無線
　ＲＳ　　無線放送局
　Ｔ　　送信塔
　Ｗ　　無線電波
　Ｅ　　筐体
　１０　　建造物または筐体
　１２　　壁
　１４　　導体
　１６　　信号発生器
　１８　　信号発生器から導体への接続
　２０　　電磁界
　２２　　受信機付き装置
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